



































































































































































































































































































































































































































































































































































































	表紙

	巻頭

	目次

	序章

	はじめに

	当時の暮らしと地域の状態

	写真で見る当時の暮らし

	昭和38年（1963年）

	6月
住宅団地誘致提案 

	昭和39年（1964年）

	10月
東京オリンピック 

	昭和40年（1965年） 
	2月
横浜市六大事業発表 
	港北ニュータウン建設の目的

	港北ニュータウン建設基本方針

	10月
各地区情報交換 

	昭和41年（1966
年） 
	7月
地元説明会始まる 
	10月
開発対策情報交換会設置
	11月
日本住宅公団、開発に同意
	12月
検討会始まる

	昭和42年（1967年）

	3月
港北ニュータウン反対派活動
	4月
農協組合長反対運動
	5月
都田農協、市長に反対陳情
	5月
中川地区開発に踏み切る
	5月
中川地区対策委員会発足
	6月
港北ニュータウン開発対策協議会発足

	昭和43年（1968年）
	4月
開発区域検討
	4月
横浜市に港北ニュータウン建設部を設置
	6月
都市計画法改正（用途地域等）
	10月
地元から要望書
	11月
買収価格決定
	12月
市、地元説明会

	昭和44年（1969年）
	1月
用地買収協力のお願い
	2月
公団開発区域を決定
	3月
横浜北農協設立
	4月
水の確保
	5月
公団、用地買収始める
	5月
都市計画決定
	5月
市長と覚え書き
	8月
公団港北開発事務所を設置
	10月
緑区誕生
	12月
市長より公団総裁に要望

	昭和45年（1970年）
	1月
用地買収終了
	2月
造成基本計画
	5月
港北ニュータウン開発対策協議会第3回総会
	6月
市街地と調整区域の線引き
	11月
新羽・大熊農業専用地区着工
	12月
都市農業調査団アメリカへ

	昭和46年（1971年）
	1月
市、基本構造を港北ニュータウン開発対策協議会と公団に説明
	1月
河川改修覚書
	4月
市会議員立候補
	6月
市、公団、開発について締結
	7月
基本計画図を説明
	7月
小規模宅地所有者の会発足
	10月
中川地区住民集会（連合町会主催）
	11月
港北ニュータウン関連街路建設事務所を設置
	12月
埋蔵文化財

	昭和47年（1972年）
	2月
基本設計一部修正
	3月
基本設計地元説明会開催
	3月
生活再建
	5月
港北ニュータウン開発対策協議会第4回総会
	5月 高校用地について

	6月 中川地区研究会発足

	8月
港北ニュータウン建設研究会発足
	8月 吉祥寺を視察―港北ニュータウン建設研究会

	9月 埋蔵文化財発掘

	10月
新羽・大熊農業専用地区竣工

	昭和48年（1973年）
	1月
生活対策講演会開催
	3月
都田地区の池辺農業専用地区着工
	3月
生活対策地元相談所開設
	4月
港北ニュータウン開発審議会発足
	4月
港北区鶴見川改修促進連絡会発足
	4月
千里、洛西ニュータウン視察―港北ニュータウン建設研究会
	5月
基本計画（案）・事業計画（案）・施工規程（案）、地元説明会開催
	5月
各地区で勉強会開催
	7月
港北ニュータウン開発審議会第3回開催
	7月
計画道路反対運動
	8月
港北ニュータウン建設研究会、５つの研究部会決まる
	8月
港北ニュータウン建設事務所を地域内に
	9月
ゴミ焼却場建設反対運動
	10月
施工規程及び事業計画の縦覧終わる
	12月
仮住まい住宅建設始まる
	12月
用途地域指定

	昭和49年（1974年）
	1月
市長と港北ニュータウン開発対策協議会代表委員、会見
	3月
港北ニュータウン建設研究会合同部会開催、中間報告
	5月
港北ニュータウン開発対策協議会、第5回総会延期
	6月
港北ニュータウン建設研究会再編成
	7月
南部日本住宅公団総裁と面会―港北ニュータウン開発対策協議会代表委員
	7月
飛鳥田市長と面会―港北ニュータウン開発対策協議会代表委員
	8月
建設大臣の認可おりる―土地区画整理事業の施工規程及び事業計画
	9月
港北ニュータウン開発対策協議会第5回総会
	10月
港北ニュータウン建設研究会報告
	12月
港北ニュータウン建設研究会、地元説明会開催
	12月
地元会社設立準備委員会発足


	第1章　
区画整理事業のスタート 
	昭和50年（1975年）
	1月
港北ニュータウン建設事務所移転
	2月
土地区画整理審議会発足
	3月
生活対策に農協もひと役
	5月
移転補償金の課税
	6月
港北ニュータウン建設研究会―第九部会発足
	6月
地元会社設立準備委員会解散
	6月
河川改修について市と覚書
	6月
市、人事異動
	7月
港北ニュータウン小規模宅地所有者の会、市長に質問書
	7月
地元会社「北都企業㈱」設立―中川地区
	7月
公団総裁に要望
	9月
ＰＲ版「新しいまちづくりのために」を発行
	9月
タウンセンター基本設計
	10月
換地設計方針（案）、公団説明
	11月
港北ニュータウン建設事業共同組合（仮称）、設立準備委員会
	11月
工事スケジュールの見直し発表
	12月
買増換地提案
	12月
工事スケジュール延長への対策

	昭和51年（1976年）
	1月
市長及び公団総裁に抗議
	1月
飛鳥田市長より回答届く
	1月
市役所に出向き抗議集会
	1月
市長より回答届く
	2月
公団総裁に抗議
	3月
公団、「特別な用地」に関する地元説明会
	4月
抗議運動中止
	4月
生活補償要求
	4月
市、人事異動
	4月
農業対策、生活対策合同委員会開催
	4月
「特別な用地」の勉強会、各地で開催
	4月
港北ニュータウン開発対策協議会定例会
	5月
公団、港北開発事務所が港北開発局に昇格
	5月
「特別用地」、申込み締切り
	6月 市、人事異動

	7月 「特別な用地」グループ討議始まる

	7月
組織検討委員会
	8月 基準地積決まる（縄のびの修正）

	9月 港北ニュータウン開発対策協議会第6回総会延期

	10月 存置建物に通知

	10月 港北ニュータウン開発対策協議会第6回総会　「港北ニュータウン事業推進連絡協議会」に改組

	専門委員会の役割 

	11月

補償問題研究部会発足
	12月
仮設住宅に移転

	昭和52年（1977年）
	1月 ニュータウン・コントロール研究部会発足―生活対策委員会
	3月 生活問題懇談会開催―生活対策委員会
	4月 高蔵寺ニュータウン視察
	4月 集合農地を視察―農業対策委員会
	5月 公団港北開発局、工事部を新設
	6月 市も機構改革、計画局が都市整備局に
	6月 公団事務所増築
	6月 畜産問題研究部会
	6月 ニュータウン建築協定研究班発足―生活対策委員会
	7月 環境事業局工事見学
	9月 建築協定（案）できる
	9月 建築協定素案意見交換会
	10月 集合農地利用協定（案）できる
	10月 仮換地供覧始まる
	11月 4地区会長、市長と会談
	11月 銃猟禁止区域に指定

	昭和53年（1978年）
	2月 第6回合同協議会開催
	2月 畜産問題研究部会
	4月 飛鳥田市長、突然の辞任。新市長決まる
	4月 仮換地の供覧おわる
	4月 公団、人事異動
	6月 宮城県沖地震の教訓
	7月 ミヤコタナゴが引っ越し
	7月 電柱問題研究部会
	9月 地元会社設立、２つ目―㈱港北ニュータウンサービス
	9月 「街づくり協定」ＰＲ―生活対策委員会
	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第2回総会開催

	昭和54年（1979年）
	1月 地下鉄3号線、事業免許おりる―横浜～新横浜
	2月 ゴミ焼却場の建設計画、認められる
	2月 建築待ちの者への特別分譲
	3月 泉北、洛西ニュータウン視察
	3月 河川改修完了
	4月 市長、公団総裁ともに造成現場視察
	4月 県立荏田高校開校
	5月 まちづくり協定、ブロックリーダー勉強会
	5月 渋沢集落、集団仮移転
	6月 市、人事異動
	7月 土地利用計画、一部変更
	7月 交通問題委員会を設立―第13回合同協議会
	8月 チビッコ現地見学会
	9月 都田西小学校開校
	10月 用途地域の変更見送り―事業対策委員会―
	10月 市街化調整区域の使用認められる―仮説住宅建設
	11月 交通問題委員会開催―第2回
	11月 茅ケ崎ブロック地鎮祭
	12月 港北ニュータウン生活対策協会設立

	昭和55年（1980年）
	2月 土地区画整理審議委員、決まる
	2月 市営地下鉄3号線（横浜～新横浜）、起工式
	4月 荏田高校開設
	4月 電柱建柱問題検討会
	5月 地下鉄操車場反対抗議（新羽町）
	5月 公団、人事異動
	5月 せせらぎ公園が都市計画学会設計賞受賞
	7月 まちづくり協定について、検討会―生活対策委員会
	9月 タウンセンター予定地の住民、仮設住宅へ移転了承
	9月 用途地域・地区指定案の再度提案
	9月 川和中学校開設
	10月 茅ケ崎ブロック会議
	10月 市営地下鉄3号線（新横浜～あざみ野）の免許申請準備―市交通局
	10月 横浜市から、土地を処分される方へお願い
	10月 市長、空から視察
	11月 市、人事異動
	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第3回総会（中川小学校体育館）

	昭和56年（1981年）
	2月 財団法人の登録「（財）港北ニュータウン生活対策協会」
	4月 茅ケ崎中学校開校
	5月 新総合計画原案「よこはま21世紀プラン」
	6月 交通問題委員会―第5回
	7月 住居表示検討委員会設置
	10月 用途地域・地区指定変更、原案どおり了承される
	10月 公団、名称変更「住宅・都市整備公団」に
	10月 建築協定締結される、牛久保10工区
	12月 住居表示検討委員会―第4回

	昭和57年（1982年）
	2月 港北ニュータウン初の集合住宅建設が始まる
	2月 川手先生からの便り（元公団港北開発事務所長、現筑波大学教授）
	5月 牛久保10工区建築協定認可
	5月 準工業地域のまちづくり協定説明会
	5月 文化財調査推進委員会開催
	6月 市の機構改革、「都市計画局」が発足
	7月 第三京浜道路、インター増設について
	7月 折本農業専用地区の土地基盤整備工事完了
	7月 診療所用地の分譲始まる―荏田近隣センター
	8月 準工業地域、まちづくり協定説明会開催―荏田・新吉田地区
	9月 2小学校、1中学校の学校建設着工
	9月 台風18号
	9月 志村公団総裁、港北ニュータウンを視察
	10月 土地使用料について
	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第4回総会開催
	12月 地下鉄3号線（新横浜～あざみ野間）免許難航


	第2章　はじめての街びらき

	昭和58年（1983年）
	2月
地下鉄3号線（新横浜～あざみ野）、昭和62年完成無理
	3月
第一次供用開始
	4月
県立新栄高校開校
	4月
荏田準工業地域建築協定締結
	5月
住居表示検討委員会―第9回
	6月
市、公団、人事異動
	6月
新横浜元石川線が開通
	6月
相続税・固定資産税・都市計画税の勉強会開催
	8月
住居表示実施―緑区、元荏田町の一部
	8月
公団及び市・県住宅供給公社、住宅分譲、入居開始
	9月
荏田南小学校、荏田南中学校、荏田東第一小学校が開校
	9月
（財）港北ニュータウン生活対策協会、利子補給事業について
	10月
交通問題委員会―第9回
	10月
港北ニュータウンを語る会、発足
	11月
荏田地区、集合住宅入居者の声
	11月
大型店出店計画対策
	12月
地下鉄免許、難航

	昭和59年（1984年）
	2月
港北ニュータウンを語る会
	3月
公団、宅地分譲
	4月
センター関連地区研究会発足
	4月
土地利用促進への新たな提案―第25回合同協議会
	4月
西ドイツより訪問客
	4月
地下鉄3号線の構造見直し―高架構造を主体に
	4月
文化財調査推進委員会解散
	6月
市、公団、人事異動
	7月
大型店問題について―横浜商工会議所
	7月
ベッドタウンからの転換
	8月
センター関連地区研究会
	9月
港北ニュータウンを語る会
	9月
市営住宅認める―生活対策委員会
	10月
地下鉄3号線、接続駅あざみ野に決まる
	11月
港北ニュータウン事業推進連絡協議会、第5期役員
	12月
地下鉄問題―鉄道線沿いの換地

	昭和60年（1985年）
	1月
空からのアクセス研究会
	2月
土地区画整理審議会委員選挙
	2月
まちづくり女性委員会発足
	2月
ハイテク産業進出決まる
	3月
学校用地の利用変更について
	3月
空からのアクセス研究会
	5月
よこはま21世紀プラン、第二次実施計画策定
	5月
金子会長危篤
	6月
市、人事異動
	7月
「土地利用特別委員会」設置―第28回合同協議会
	7月
地下鉄問題、都営6号線、廃止
	7月
竹下大蔵大臣に陳情
	8月
山下運輸大臣に陳情
	9月
第1回港北ニュータウン祭り
	9月
港北ニュータウンを語る会、懇談会（第1回）
	9月
住居表示検討委員会―新町名２つ
	10月
まちづくり女性委員会、報告書
	10月
土地利用特別委員会―土地利用見直しによる検討
	11月 民間活力の導入

	12月
中川住民協議会

	昭和61年（1986年）
	2月
地下鉄3号線免許、おりる
	3月
土地利用見直しを決定―第29回合同協議会
	4月
民間土地利用促進―生活対策委員会
	土地の暫定利用提案―住友信託銀行
	2月
施設用地分譲、新たに5社決定
	3月
工事スケジュール見直し―第4回事業対策委員会
	5月
建物移転
	5月
市営住宅入居開始
	5月
施設用地分譲、新たに4社決まる
	7月
まちづくりの基本的考え方―第30回合同協議会
	7月
工事スケジュール地元説明会―第30回合同協議会
	7月
センター用地について―生活対策委員会より提案
	8月
荏田近隣センター、スーパーがオープン
	9月
第2回港北ニュータウンまつり
	11月
21世紀に向けて新たな出発―港北ニュータウン推進協第6回総会
	11月
核店舗用地分譲―川和駅前センター
	11月
民間集合住宅用地分譲決まる

	昭和62年（1987年）
	2月
地下鉄3号線、新横浜～あざみ野間、建設工事着工
	2月
タウンセンター世話人会、発足
	2月
南北のタウンセンター間も動き出す
	2月
用途地域、一部変更
	4月
民間企業から建設プロジェクト企画提案募集―タウンセンター世話人会
	5月
タウンセンター世話人会、海外視察
	6月
市、公団、人事異動
	6月
第三京浜に新インター建設計画
	7月
民間土地利用、活発になる
	7月
公団の土地活用制度―特別借受賃貸借制度
	7月
街づくりのためのパンフレットをつくる「やさしい街づくり」
	7月
早期建築希望者について
	9月
タウンセンター世話人会―第6回
	10月
第3回港北ニュータウンまつり
	10月
立体巨大迷路「ランズボローメイズ横浜」がオープン
	11月
「土地活用の手引き」発刊準備―生活対策委員会
	11月
東山田準工業地域、建築協定締結、認可公告

	昭和63年（1988年）
	1月
タウンセンター世話人会―第8回
	2月
第33回合同協議会
	2月
第一地区、施設用地分譲、3社決定
	3月
タウンセンター世話人会―第9回
	4月
第2回タウンセンター権利者説明会開催
	4月
大熊・東山田線開通
	4月
荏田南幼稚園開園
	5月
港北ニュータウンまつり「丘のまつり」
	5月
横浜4号線の整備促進―第19回土地利用特別委員会
	5月
研修所用地、特別分譲―第19回土地利用特別委員会
	5月
(仮称）住情報交流拠点―第19回土地利用特別委員会
	9月
茅ケ崎小学校開校
	10月
「土地活用の手引き」発刊
	11月
(財）港北ニュータウン生活対策協会、人事異動
	11月
港北ニュータウン事業推進連絡協議会第7回総会

	平成元年（1989年）
	1月
東名高速、緑インターチェンジ計画
	2月
新町界、新町名の決定―住居表示の実施
	2月 （株）港北都市開発センター設立

	3月 タウンセンター関連地区研究作業部会開催―第13回

	3月 3部会専門委員会正副委員長選出―推進協

	4月 タウンセンター地権者総会―第3回

	6月 港北ニュータウン建設事務所移転

	5月 ヨーロッパ視察

	5月 市、公団、人事異動

	6月 港北ニュータウン4地区協議会表彰

	7月 集合住宅入居

	7月 川和駅前共同ビル、オープン

	7月 ドイツ学園、港北ニュータウンへ移転決定

	9月 ニュータウン郷土誌「都筑の民俗」、完成

	10月 第5回港北ニュータウンまつり

	10月 ふれあい朝市、始まる

	12月 タウンセンター地区基本計画修正プランできる


	平成2年（1990年
）
	2月 施設用地分譲

	2月 中川駅センター街づくり協定、まとまる

	2月 土地区画整理審議会委員、任期満了

	3月 集合住宅、入居開始

	4月 中川西小・中学校開校

	4月 中川地区街びらき

	4月 新横浜市長より「港北ニュータウンの皆さんへ」

	4月 茅ヶ崎近隣センター、地区計画決定

	6月 市、公団、人事異動

	6月 宅地並課税について―第5回農業対策委員会等合同会議

	7月 タウンセンター共同化義務街区開発推進会、発足

	8月 日吉・元石川線開通

	10月 地域開発セミナー開催

	10月 第6回港北ニュータウンまつり

	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第8回総会


	平成3年（1991年）

	2月 （財）港北ニュータウン生活対策協会設立10周年

	2月 タウンセンター第二地区共同化義務街区開発推進会

	3月 タウンセンター代表会議―第10回

	3月 中川西地区センター開館

	3月 タウンセンター第二地区共同化義務街区開発推進会

	3月 洗足学園、ニュータウンに

	4月 行政区再編成審議会、発足

	4月 南山田順工業地域、建築協定締結

	4月 第一地区に初の研究所オープン

	5月
タウンセンター第二地区共同化義務街区建設組合、出店企業募集 
	6月 タウンセンター関連地区研究会―第17回

	6月 タウンセンター開発推進協議会

	7月 人事異動

	9月 東京横浜ドイツ学園開校

	9月 施設用地、分譲

	9月 タウンセンター関連地区研究会―第20回

	10月 タウンセンター関連地区整備促進協議会発足

	10月 ヨコハマ街かどの緑コンクール、受賞

	10月 タウンセンター第二地区共同化推進義務街区建設組合、企業登録締
切り
	10月 第7回港北ニュータウンまつり

	12月 タウンセンター関連地区整備促進協議会―第2回役員会

	タウンセンター第二地区共同化義務推進街区建設組合、企業提案概要


	平成4年（1992年）

	1月 北山田公民館、竣工

	2月 初の直接施工実施

	3月 市営地下鉄3号線、3駅舎完成

	3月 南山田町内会館、移転竣工

	4月 保育園オープン―市立大熊保育園

	4月 タウンセンター開発推進協議会、視察

	5月 タウンセンター第二地区共同化義務街区建設組合、企業交渉順位決まる

	5月 ミニ区役所オープン―港北ニュータウン行政サービスセンター

	6月 サレジオ学院、ニュータウンへ移転を決定

	6月 市、人事異動

	7月 市、公団より、ニュータウン内居住者へお願い

	8月 熱供給会社設立

	8月 市営地下鉄3号線、駅名決定

	9月 街づくり検討ワーキング―第6回生活対策委員会

	9月 タウンセンター
関連地区整備促進協議会―第5回役員会 
	10月 交通問題委員会―第28回

	10月 第8回港北ニュータウンまつり

	11月 横浜高島屋、出店苦しむ

	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第9回総会

	11月 「パートナー」創刊―駅前・近隣センターの情報誌

	12月 市営地下鉄3号線、開業期日決まる―新横浜～あざみ野間



	第3章　地下鉄開通から都筑区誕生へ

	平成5年（1993年）

	2月 市営地下鉄3号線試乗会

	2月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会専門委員、決まる

	2月 タウンセンター街づくり協定―第3回タウンセンター開発推進協議会

	2月 「横浜業務核都市基本構想」、国から正式承認

	3月 仲町台駅前センター街づくり協定

	3月 新横浜駅～あざみ野駅間、開通

	3月 開通記念イベント「スイッチ・オン・ざ・ニュータウン」

	3月 新たに企業施設、民間集合住宅用地分譲決まる

	4月 街づくりの手引き、改訂版発行

	5月 市、公団、人事異動

	5月 住・都公団、新局舎着工

	5月 タウンセンター街づくり協定―第5回地権者総会

	5月 （株）アイネス、鶴見川治水対策で表彰
	6月 2010年のD区将来像―新総合計画長期ビジョン

	7月 武蔵工業大学、新キャンパス建設について

	8月 ビュープラザセンター北、入居始まる

	10月 生活対策委員会研修会
	10月 第9回港北ニュータウンまつり

	10月 港北ニュータウンPR

	11月 農業対策委員・集合農地利用協定運営連絡協議会委員、合同視察

	11月 東急バス、東山田営業所開設

	11月 センター南・北駅前にコンビニエンスストア開店

	12月 横浜高島屋がニュータウンから計画を撤退

	12月 東急百貨店に出店を依頼

	12月 タウンセンター第二地区共同化義務街区建設組合―臨時総会


	平成6年（1994年）

	1月 高秀市長、新春のことば

	1月 港北ニュータウン区域、区名決定

	1月 用途地域が指定替え―土地計画法の改正

	1月 地域療育センター、在宅支援サービスセンター、オープン

	1月 港北ニュータウン事業の名称検討

	3月 民間集合住宅用地分譲決定

	3月 まちなみ景観賞受賞、ドイツ学園

	3月 中川駅前に交番完成

	4月 小学校2校が開校

	4月 住宅・都市基盤整備公団交北開発局、ニュータウンに移転

	5月 神奈川国体に向け、室内水泳競技場の建設計画

	6月 「港北ニュータウン」事業名称存続

	6月 市、公団、人事異動

	7月 フォード自動車、ニュータウンへ進出

	7月 ニュータウンの心臓部、「中央地区」都市計画原案説明会開催

	7月 市営地下鉄4号線

	10月 センター南駅前に東急百貨店、決まる

	10月 第10回港北ニュータウンまつり

	11月 都筑区、発進

	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第10回総会


	平成7年（1995年）

	1月 横浜市長、新年の挨拶

	1月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会、第10期正副委員長決まる

	1月 横浜歴史博物館オープン

	2月 横浜環状鉄道（4号線）

	2月 「中央地区」都市計画決定告示

	3月 ハウスクエア横浜（住まいの情報拠点）がオープン

	3月 民間集合住宅用地分譲決定

	3月 （株）サカタのタネ本社竣工

	3月 サレジオ学院竣工
	4月 地域冷暖房プラント始動―港北ニュータウン熱供給（株）

	4月 都筑区総合庁舎完成

	4月 センター北駅前広場オープン

	4月 第三京浜道路、都筑インターオープン

	5月 横浜環状鉄道（市営地下鉄4号線）、中間報告

	6月 「まちづくり月間建設大臣表彰」受賞

	6月 市、公団、人事異動

	7月 阪急百貨店、進出決定

	7月 茅ヶ崎公園プール、オープン

	8月 高齢者向け賃貸住宅「ボナージュ横浜」竣工

	9月 武蔵工業大学、港北ニュータウンに新学部を設立

	10月 第11回港北ニュータウンまつり

	10月 港北ニュータウン全地域、住居表示実施

	12月 仲町台地区センター、オープン


	平成8年（1996年）

	1月 高秀市長、新年の挨拶

	1月 横浜市室内水泳競技場（仮称）、着工

	2月 中央地区、街づくり始まる

	3月 センター北駅、プラザビル（仮称）着工

	3月 フォード自動車、オープン

	3月 博物館に野外施設「大塚・歳勝土遺跡公園」オープン

	3月 東急百貨店、起工式

	4月 北山田小学校開校

	4月 「オリンピック港北ニュータウン店」、オープン

	4月 センター南駅前広場、オープン

	4月 市、人事異動

	5月 東京ガス港北ニュータウンビル、オープン

	5月 用途地域が変わる

	7月 第46回合同協議会

	7月 公団、人事異動

	7月 中央地区の土地区画整理審議会委員、決まる

	9月 換地処分公告

	8月 地下鉄4号線（横浜環状鉄道、日吉～中山）、免許申請

	10月 第12回港北ニュータウンまつり（最終）

	10月 センター南・北駅舎の店舗利用

	11月 中央地区土地区画整理事業起工式

	11月 港北ニュータウン事業推進連絡協議会第11回総会（解散総会）

	12月 中川住民協議会総会（解散）


	平成9年（1997年）
	3月 高秀市長、牧野住宅・都市整備公団総裁、挨拶

	3月 横浜市長から港北ニュータウン事業推進連絡協議会役員に感謝状

	3月 港北ニュータウンの土地区画整理事業竣工式


	港北ニュータウン事業推進連絡協議会組織図



	おわりに

	裏表紙




